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本研究では，戦後から現在までの日本の空港整備の空間配置特性を明らかにすることを目的に，特に空

間分布の変遷に焦点を当てる．まず初めに，基準化整備水準を用いて，日本の各地方の整備水準の定量評

価を行う．次に，日本の空港整備の変遷をその特性から大きく4つの期間に分ける．Ⅰ期では，旧軍用飛

行場の民間空港への活用が多く行われる．Ⅱ期では，新規用地を取得し建設される新設空港が多く設置さ

れる．Ⅲ期には，ジェット機に対応するため，既存空港の移転や拡張が行われる．現在に至るⅣ期では，

大都市圏空港の強化に重点を置く．これらの特性と基準化整備水準の関係を明らかにし，特定の旧軍用飛

行場が民間空港に活用された要因など，各特性の要因についても分析を行う． 

 

     Key Words : airport development, normalized development level, military airport, transition of loca-

tions 

 

 

1. 研究背景と目的 

 

 2014 年に発表された国土交通省交通政策審議会のと

りまとめ 1)において，日本の空港は「配置的な側面から

は『整備』が概成した」とある．しかしながら，「首都

圏空港の更なる機能強化」などの未解決の検討すべき課

題が存在し，今後も引き続き空港政策に関する十分な検

討が必要と考える．これら課題を検討する上で，過去か

ら今日までの民間空港の空間配置特性に関する基礎的知

見は重要な知見となる．  

 本研究では，戦後の空港整備の空間配置特性とその変

遷を明らかにすることを目的とする．具体的には，全国

の地方空港ならびに1955年から2010年までの期間を対

象に，空港整備水準を基準化整備水準指標2), 3), 4)を用いて，

地域毎に時系列で定量的に把握する．くわえて，文献調

査から空間配置の変化に寄与する要因を把握し，その特

性を踏まえて対象期間を大きく 4つの時期に分ける．次

に，文献ならびに政策調査から明らかになった特性と基

準化整備水準との関係を示す．最後に，特定の旧軍用飛

行場が民間空港に活用された要因や，占領米軍基地と空

港配置の関係を明らかにする． 

 

2. 日本の空港における基準化整備水準指標 

 

(1)  空港整備における基準化整備水準指標 

基準化整備水準指標 は，「国土係数理論」を拡張一

般化する形で、家田ら2),3),4),5),6)によって開発された手法で，

異なる条件(人口，面積，経済状況等)下における、高速

道路ネットワークや空港インフラ、高速鉄道ネットワー

クの整備水準を比較評価する手法である． 本研究では，

基準化整備水準指標を1955年頃から2010年頃までの日

本の各地方の空港整備の状況に適用する．本論では，空

港整備を 2種類の基準化整備水準指標を用いて評価する．

1 つ目は，各地域における空港への空間的アクセシビリ

ティに着目した基準化空港空間アクセス整備水準 4),5),6)で

ある．詳細を以下に示す． 

初めに，空港空間アクセス整備水準 𝛼 を以下の式 1a

で定義する． 

𝛼 ≡ 𝑛/𝑛∗             (1a)  

ここで, 𝑛 は対象地域内空港数，𝑛∗ は対象地域内の

空港需要を反映した対象地域内最適空港数で, 以下の式

1bで表される． 

 𝑛∗ = √
I2P2A

9v2c2π

3
                (1b)  
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ここで，𝐼, 𝑃, 𝐴 , 𝑉, 𝐶 はそれぞれ対象地域内の一人当

たり GDP ，人口，土地面積 ，空港アクセス時の移動速

度，空港建設費である．𝑛∗ の詳細な導出式は、文献 5),6)

に記述されている．  

ある地域のある時期の状態を基準とし、添え字 0をつ

ける．任意の状態にある地域の相対的な“空港空間アク

セス整備水準”は、 𝛼の比を用いて，以下の式 2a で表さ

れる 4),5),6)．  

𝑟α ≡
𝛼

𝛼0
=

𝑛

𝑛∗

𝑛0
𝑛0

∗
=

𝑛

𝑛0
𝑛∗

𝑛0
∗

=
𝑟E

𝑟L
          (2a) 

ここで，𝑟α, 𝑟E, 𝑟L を基準化空港空間アクセス整備水準，

基準化空港数，基準化国土係数(空港数)と呼ぶ．日本の

各地方の整備水準比較に，基準化空港空間アクセス整備

水準𝑟α を用いる．式 2a を構成する𝑟𝐸  ならびに𝑟𝐿は以下

の式 2bならびに 2cで表される．    

𝑟𝐸 ≡
𝑛

𝑛0
                                       (2b) 

ここで，𝑛0 は基準地域内空港数を表す． 

𝑟𝐿 ≡
𝑛∗

𝑛0
∗   =

√ I2P2A

9v2c2π

3

√
I0

2P0
2A0

9v2c0
2π

3
                  (2c) 

ここで， 𝑛0
∗  は基準地域内最適空港数， 𝐼0, 𝑃0, 𝐴0 , 𝑉0, 

𝐶0 はそれぞれ基準地域内の一人当たり GDP ，人口，土

地面積 ，空港アクセス時の移動速度，空港建設費であ

る．本研究では 2010年の日本全体の空港の “空港空間ア

クセス整備水準”を基準とし、添え字 0をつける． 

 2 つ目の評価指標は，基準化空港空間アクセス整備水

準に空港容量の要素も加えた基準化空港空間アクセス&

容量整備水準 5)である．1つ目同様, 式の概要を以下に示

す． 

空港空間アクセス&容量整備水準を以下の式3aで定義

する． 

𝛼𝑁𝑊 =
𝑛𝑤

𝑛∗𝑤∗             (3a) 

ここで， 𝑛  は対象地域内空港数，𝑤 は対象地域内の

空港容量の平均値，𝑛∗ は対象地域内最適空港数， 𝑤∗

は空港容量需要 も反映した対象地域内の最適空港容量

で、以下の式 3bで表される．  

 𝑛∗𝑤∗ =
𝑃𝐼

1
𝜀+1

𝑐
1

𝜀+1

           (3b) 

ここで、𝜀 は空港容量と旅客輸送量との関係を反映し

た定数を表す．𝑛∗𝑤∗の詳細な導入式は文献 5),6)に記述さ

れている．  

ある地域のある時期の状態を基準とし、添え字 0をつ

ける．任意の状態にある地域の相対的な 空港空間アク

セス&容量整備水準は𝛼𝑁𝑊の比を用いて、以下の式4aで

表される 4),5),6)． 

𝑟𝛼𝑁𝑊 ≡
𝛼𝑁𝑊

𝛼𝑁𝑊0
=

𝑛𝑤

𝑛∗ 𝑤∗

𝑛0𝑤0
𝑛0

∗ 𝑤0
∗

≡

𝑛𝑤

𝑛0𝑤0
𝑛∗ 𝑤∗

𝑛0
∗ 𝑤0

∗

≡
𝑟𝐸𝑁𝑊

𝑟𝐿𝑁𝑊
     (4a)                                      

式 4aを構成する要素である𝑟𝐸𝑁𝑊ならびに𝑟𝐿𝑁𝑊は以下

の式 4bならびに 4cで表される． 

𝑟𝐸𝑁𝑊 ≡
𝑛𝑤

𝑛0𝑤0
                                (4b) 

 ここで，𝑤0 は基準地域内の空港容量の平均値を表す． 

𝑟𝐿𝑁𝑊 ≡
𝑛∗ 𝑤∗

𝑛0
∗ 𝑤0

∗   ≡

𝑃𝐼
1

𝜀+1

𝑐
1

𝜀+1

𝑃0𝐼0

1
𝜀+1

𝑐0

1
𝜀+1

              (4c) 

ここで、𝑟αNW, 𝑟ENW, 𝑟LNW を 基準化空港空間アクセス

&容量整備水準，基準化空港数&容量，基準化国土係数

(空港数&容量)と呼ぶ．日本の各地方の空間アクセスと

容量双方の観点からの整備水準比較に，基準化空港空間

アクセス&容量整備水準𝑟αNW  を用いる．本研究では， 

2010年の日本全体の空港の空港空間アクセス&容量整備

水準を基準とし、添え字 0をつける． 

分析に利用したデータは，主に日本統計年鑑を参照し，

一部に次章の文献調査で明らかになったデータを用いた．

また，比較検討の際には，離島空港を除外する．評価の

結果と考察は次の節で行う． 

 

(2) 基準化空港空間アクセス整備水準の推移  

図 1 に日本の各地方における基準化空港空間アクセス

整備水準の推移を示す． 

 初期の空港整備では，各地方における整備水準の差は

小さく，すべての地方で指標値がほぼ 1に等しい．これ

は，初期の空港整備の供給レベルが，2010 年の日本全

体と比較してもかなり高いことを意味している．なお， 

大都市を有する関東ならびに近畿地方での整備水準は，

常に平均以下であり，当初から他の地方より低いまま推

移していることが確認できる． 

 

 

 

図1 基準化空港空間アクセス整備水準の推移 
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(3) 基準化空港空間アクセス&容量整備水準の推移 

図2に，日本の各地方における基準化空港空間アクセ

ス&容量整備水準の推移を示す．初期の空港整備では，

前述の空港空間アクセス整備水準と同様に，各地方にお

ける整備水準の差は小さく，また各地方の整備水準は非

常に高く2010年にほぼ等しい．一方，1955年から2010

年の間で各地方における整備水準の差は徐々に開く傾向

が確認できる．関東ならびに近畿地方の整備水準は，常

に下位にあるが 2000 年以降では多少の上昇傾向が見ら

れており，他の地方に追いつく動きが明らかとなった．

以降では，文献ならびに政策調査の結果と基準化整備水

準の関係性について考察する． 

 

 

3. 空港配置図から見た民間空港の空間配置 

 

(1) 特徴的な4つの時期 

 国土数値情報の空港時系列データをベースに空港配置

の変遷から特徴的な時期を抽出する．なお，時系列デー

タに一部記載のない期間（戦後からの20年間）につい

ては，各空港のホームページ，航空会社の沿革，JTB時

刻表を参照してデータを収集し，戦後の民間空港の位置

や使用開始時期，滑走路の本数や長さをまとめた．その

結果，民間航空が再開した1951年から現在までの民間

空港の空間配置特性が明らかになり，大きく4つの特徴

的な時期に分けられることが明らかとなった7)． 

Ⅰ期：旧軍用飛行場の活用期 

Ⅱ期：新設期 

Ⅲ期：移転・拡張期 (大型化に伴って) 

Ⅳ期：大都市圏空港の重点期 (新設・移転・拡張の継続) 

各時期とその時期に開港した主な民間空港ならびに

航空・国土政策との関係をまとめたものを表1に示す． 

  

表1 空港整備の4つの時期 

旧
軍
用
飛
行
場
の

活
用
期

移
転
・
拡
張
期

(

大
型
化
を
伴
っ
て)

大
都
市
圏
空
港
の
重
点
期

(

新
設
・
移
転
・
拡
張
の
継
続)

西高東低

空港は北へ

一県一空港

の推進

九州大移転

と拡張の
活発化

移転・拡張

の平穏期

移転・拡張

の再始動

旧軍用飛行場の

活用から新設へ

全国総合

開発計画

新全国総合

開発計画

第3次全国総合

開発計画

第4次全国総合

開発計画

21世紀の国土の

グランド
デザイン

第1次空港整備

5カ年計画

第2次空港整備

5カ年計画

第3次空港整備

5カ年計画

第4次空港整備

5カ年計画

第5次空港整備

5カ年計画

第6次空港整備

5カ年計画

第7次空港整備

5カ年計画

成田国際

茨城・新石垣

神戸・北九州

静岡

能登

中部国際

大館能代

佐賀・紋別

庄内・福島

広島・関西国際

女満別・新千歳

岡山・高松

帯広

秋田

大分・熊本

鹿児島

旭川・出雲

旧広島・徳島

青森・山形

羽田・伊丹・千歳

福岡・小牧・那覇
美保・高知・宮崎

旧女満別

松山・仙台

大分・新潟

新
設
期

Ⅰ
期

Ⅱ
期

Ⅲ
期

Ⅳ
期

終戦

空港法

空港整備法

航空法

キーワード 開港した主な空港 航空政策 国土政策1945

1951

1960

1964

1968

1990

2014

図2 基準空港空間アクセス&容量整備水準の推移 
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(2) 戦後日本の民間空港の分類 

 戦後の日本に設置された民間空港は，その成り立ちか

ら大きく以下の3つに分類できる． 

・転用空港：旧軍用飛行場を活用した空港 

・新設空港：空港用地を新規に取得し、建設された空港 

・移転空港：同一都市圏内の旧空港から移転により建設

された空港 

 a) Ⅰ期：旧軍用飛行場の活用期 

Ⅰ期は，1951年から転用空港が最後に設置された

1964年頃までを指す．図3に1964年の空港配置を示す. 

なお，以降の図では，転用空港を黄，新設空港を赤，移

転空港を緑で表す．1964年までに設置された42ヶ所の

民間空港のうち，33ヶ所が転用空港となっており，多

くの空港が旧軍用飛行場の用地を活用している．つまり，

民間航空再開に際しては，空港の復旧に旧軍用飛行場を

活用していたことが分かる．また，地域ごとの民間空港

数を比較すると，西日本地域に多く空港が存在し，いわ

ゆる西高東低の傾向が見て取れる．この傾向が表れる要

因については、6章にて詳細な考察を行う． 

 b) Ⅱ期：新設期 

 Ⅱ期は，新設空港が使用開始され始めた1961年から

新設空港の設置が一旦中断した1968年頃までを指す．

図4 1968年の空港配置 

図3 1964年の空港配置 
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図4に1968年の空港配置を示す．図中○で囲まれた空港

は1961年から1968年の間に使用開始された空港である．

この時期には，一県一空港の号令の下，新設空港が多く

建設されており，関東，東海および関西を除く地方の各

県に空港が設置されている． 

c) Ⅲ期：移転・拡張期 (大型化を伴って) 

Ⅲ期は，1969年頃から1990年頃までを指す．図5に

1990年の空港配置を示す．図中○で示した1969~1990年

に使用開始した空港は，成田空港と旧弟子屈飛行場を除

いた全てが移転空港となっている．また，既存の空港で

は青い三角で示したように，滑走路の延長や増設といっ

た拡張が多く行われている．つまり，この時期には空港

の新設はほとんど行われず，1970年頃から始まった地

方空港へのジェット機就航に対応するための移転や拡張

が多く行われている． 

d) Ⅳ期：大都市圏空港の重点化期 (新設・移転・拡張

の継続) 

 Ⅳ期は，新設空港の設置が再開された1991年頃から

現在までを指す．図6に2014年の空港配置を示す．この

時期には，羽田および成田の滑走路増設や関西国際なら

図6 2014年の空港配置 

図5 1990年の空港配置 
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びに中部国際が開港し，大都市圏にある空港の大型化が

進んでいる．一方，再び新設空港が建設されたり，Ⅲ期

に引き続き移転空港の建設や既存空港の拡張が行われて

いることから，大都市圏空港の重点整備と地方空港の新

設と拡張が並行して行われていることが分かる． 

 

 

4. 基準化整備水準と空港配置の関係性 

 

(1) 基準化空港空間アクセス整備水準 

a) 1950年代に見られる高い整備水準 

初期の空港整備において，各地方の整備水準は既に

2010年にほぼ等しく非常に高い．これには旧軍用飛行

場の存在が大きい．くわえて，1955年から1960年にか

けて，基準化空港空間アクセス整備水準が急速に上昇し

ていることが分かる．この理由として，3.(2).a)で示した

ように，この時期には，新設空港よりも建設費や設置用

地の確保等が容易な旧軍用飛行場の活用した転用空港の

設置が多く行われていると推察される． 

b) 空港数の西高東低と整備水準 

3.(2).a)では，1951年から1964年頃までのⅠ期に西日

本地域の空港数が東日本地域より多い，すなわち西高東

低の傾向が見られることを示した．一方，同時期の整備

水準を図1で確認すると，北海道と九州地方，東北と中

国，四国地方の整備水準がそれぞれほぼ同等となってい

る．すなわち，整備水準からみた際には，西高東低の傾

向は、人口や経済規模等を考慮すると、必ずしも表れて

おらず，むしろ東京から離れた北海道，九州地方の整備

水準の高さが顕著である． 

c) 1960代前半の整備水準の上昇と一県一空港の推進 

図1は，関東ならびに近畿地方を除いた各地方で1960

年代前半に整備水準が大きく上昇していることを示して

いる．この理由の一つとして，3.(2).b)で示した一県一空

港の推進を目的とした多数の新設空港設置が考えられる．

関東と近畿地方については，一県一空港の政策が適用さ

れなかったことが整備水準評価からも確認できる． 

d) 関東、近畿地方の低整備水準 

図 1からは，関東ならびに近畿地方は整備水準が低い

まま推移し，2010年には 1955年より差が大きくなって

いることが見て取れる．図 3から図 6までの空港配置を

見ても関東と近畿地方への空港の設置はあまり行われて

おらず，空港アクセス性にあまり重点が置かれていなか

ったことが推察される． 

 

(2) 基準化空港空間アクセス&容量整備水準 

a) 整備水準の推移 

1955年の各地方の整備水準はほぼ等しく，基準値の1

より少し低い状態にある．一方，2010 年の整備水準は，

地方によって大きく異なり格差が生じている．この間に

は，新たな空港の設置や既存空港の拡張等の多くの空港

整備が行われているが，地方によって整備の不均等が起

こっていることが確認できる． 

b) Ⅲ期：拡張期と整備水準 

前述した 3.(2).c)で見たように，1970年代から 1980年

代には，新たな空港の設置はほぼ実施されず，空港の拡

張に重点が置かれている．この間の整備水準の推移を見

ると，どの地方も横ばいもしくは若干の上昇が確認され

る．すなわち，GDP や人口の増加に合わせるように空

港の拡張整備が行われており，それによって整備水準が

保たれていたと推察される． 

c) 大都市圏空港の整備水準 

図 2の関東，中部ならびに近畿地方の整備水準を見る

と，1990 年頃から徐々にこの 3 つの地方においても整

備水準の上昇が見られる．これは，Ⅳ期に大都市圏空港

の整備拡張に重点が置かれ始めた時期と一致する．しか

しながら，整備水準は他の地方に比べて，依然として低

いまま推移している．Ⅲ期の移転・拡張期では，各地の

空港で移転や拡張の整備が並行して行われていたため，

大都市圏と地方の整備水準の差に大きな変化は生じてい

ない．1990 年頃から現在までの大都市圏空港の重点的

整備の結果として，地方との差はようやく減少傾向にあ

るが、特に関東地方では未だその差は大きい．現実問題

として，関東地方では空港容量不足に直面しており，首

都圏空港の容量問題は，過熱する東アジアの空港競争の

中でより深刻さを増している．大都市圏の空港の重点的

整備を始める時期が遅かったことが，現在まで続く空港

容量問題の原因の一つと言えよう． 

 

 

5. 旧軍用飛行場の民間空港への活用 

 

 (1) 旧軍用飛行場と転用空港の関係性 

 図7に1945年の終戦までに完成した旧軍用飛行場の配

置を示す．沖縄や離島，水上機用海上飛行場を除くと全

国で263ヶ所ある．飛行場のデータは防衛庁防衛研究所

の史料による．  

 これら263ヶ所の旧軍用飛行場の中から，戦後転用空

港として活用されたものは33ヶ所である．この33ヶ所

が転用先として選ばれた要因を旧軍用飛行場の大きさと，

旧軍用飛行場と主要都市との距離に着目して考察を行う． 

 

(2) 旧軍用飛行場の大きさ 

旧軍用飛行場の大きさは，飛行場の長辺の距離を用い

て計測する．旧軍用飛行場の中には，明確な滑走路を持

たず，風向きにより滑走方向を変化させて運用していた

箇所が存在する．そのため，滑走路長を比較基準にする
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ことはできず，航空機が最大限滑走できる長さを代表値

として比較する． 

飛行場の大きさの分布を図8に示す．全263ヶ所と転

用空港に活用された33ヶ所に大きな違いは見られず，

転用空港と旧軍用飛行場の大きさに関係性が見られない． 

 

(3) 旧軍用飛行場と主要都市との距離 

a) 主要都市の選出 

転用空港の設置が行われていた1955年において，県

庁所在地の中で人口が最少であった松江市を基準として

松江市より人口の多い市を抽出した．なお，その中から

隣接する市で人口の少ない市を除外し，各県の人口上位

1位ないし2位の市を選定した．その上で，各市の市役

所を主要都市の代表点と設定した．なお，北海道につい

ては，地域生活経済圏の概念に基づいて、各経済圏の人

口1位の市を主要都市とする． 

b) 主要都市と旧軍用飛行場の距離 

選定した主要都市と，同一県内にある旧軍用飛行場と

の距離を算出した結果を図9に示す． 

この図から分かるように，全263ヶ所のうち転用空港

に活用された33ヶ所の飛行場は，主要都市から近い箇

所が多く選ばれていることが分かる．一方，主要都市と

の距離が60～110kmの空港では累積相対度数が逆転して

いることが確認できる． 

c) 主要都市との距離が60～110kmの転用空港 

図9において距離が60km～110kmの転用空港で累積相

図7 旧軍用飛行場の配置 

図8 旧軍用飛行場の大きさ 図9 旧軍用飛行場の都市との距離① 
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対度数の逆転が生じている．この範囲に該当する西春別，

中標津，美保，岩国の4ヶ所の転用空港について，以下

のような考察ができる． 

①北海道にある西春別ならびに中標津は，主要都市とな

りうる市が近くに存在せず，距離が長くなる． 

②中国地方にある美保ならびに岩国は，図10が示すよ

うに同一県内の主要都市と大きく離れているが，隣接

する県の主要都市との距離は40km以内にある． 

d) 主要都市との距離の再計算 

前述のc)で挙げた2つの状況のうち，②については，

隣接県の主要都市との距離が同一県内の主要都市との距

離より短い場合には短い距離を用いることと条件として

再度全263ヶ所について距離を算出した．その結果を図

11に示す．全263ヶ所のうち転用空港に活用された33ヶ

所の飛行場は，主要都市から近い箇所が選ばれている傾

向がより強く表れていることが分かる． 

 

 

6．西高東低の空港配置と占領米軍基地の関係 

 

(1) 米軍基地返還と民間空港の使用開始時期 

1960年には30ヶ所の民間空港が使用されており，そ

の配置は西日本に多く存在する「西高東低」の傾向が確

認できる．この30ヶ所の民間空港のうち，使用開始時

に米軍基地と共用していたものが13ヶ所，米軍基地が

返還されて5年以内に使用開始したものが11ヶ所となり，

米軍基地ではなかったものは4ヶ所に過ぎない．すなわ

ち，米軍基地返還が西高東低型の一因と推察される． 

 

(2) 米軍基地の返還順序と民間空港の西高東低の傾向 

 米軍基地返還の順序を図12に示す．米軍基地を水色

○，1951年から1955年までに返還された基地を赤×,  

1956年から1960年までに返還された基地を緑×で表す． 

 1951年からの5年間では，西日本地域を中心に米軍基

地の返還が行われた．一方，東日本地域の基地返還が始

まったのは1956年以降である．その後，返還された基

地の多くは民間空港に活用されている．以上より，米軍

基地の返還順序が1950年代に顕著に表れた民間空港の

空間配置の西高東低の傾向の要因の一つであると考える． 

 

 

7. まとめ 

 

①基準化整備水準を用い，1955年から現在までの日本

の各地方における空港整備状況の推移を明らかにした． 

②文献・政策調査を通して，空港整備の空間配置特性か

ら空港整備の時期を大きく4つに分類し，それを地図

上に可視化した． 

③基準化整備水準で示された各地方の時系列整備状況の

特徴と空港配置の関係性を明らかにした． 

④旧軍用飛行場の民間空港への活用においては，飛行場

の大きさよりも主要都市との距離が重要視されていた

ことが示された． 

⑤占領米軍基地の返還が1950年代の西高東低の空港配

置に影響を与えたことを明らかにした． 

図12 占領米軍基地の返還時期 

図10 岩国空港と周辺都市 

空港 

山口宇部空港 
旧防府飛行場 

旧広島西飛行場 

萩・石見空港 

図11 旧軍用飛行場の都市との距離② 
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Evolution of Airport Development in Japan: a spatial perspective 
 

Takaaki KANI, Xi ZHAO and Hitoshi IEDA 
 

This paper reviews and analyzes the development of Japan Civil Airport, from postwar to pre-

sent, focus on transition of locations and spatial distribution. Our findings indicate that the Japan 

civil airport development could be divided into four periods: In the 1st period, the development 

mainly focused on utilizing the prewar military airports. This paper exams the factors in selecting 

the sites; In the 2nd period, the developments were mainly construction of new airports, new land 

were secured; In the 3rd period, the developments focused on expansion and relocation of exist-

ing airports in order to cope with the jet aircrafts; In the 4th period, the focus was strengthen the 

airports in metropolitan areas. This paper also discusses the flight network from prewar to postwar 

periods in terms of its serving area, recovery time and seaplane services. This paper further pro-

vides a quantitative development level assessment of each regions using Normalized Develop-

ment Level Index. 

 

 

 

 

 

 


